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１．はじめに 

地方分権社会の進展に伴い、個性的な価値観の形成

や福祉社会の推進といった地域フレームの変化が見ら

れ、まちづくりの体制においても同様に、自治体の責

任が増大し、自己決定・自己責任のもとでの行政シス

テムを構築しなければならない。これらと関連し、昨

今の地方自治体の財政悪化に伴い、多くの必要な事業

が行いにくい状況であると言える。一方で、住民参加

型まちづくりに対する地域の関心は高まっていること

から、住民と行政が連携した新たな視点からの地域計

画が必要である。 

また、近年わが国は急速な高齢社会を迎え、「自助力

の低下」「共助力の崩壊」「公助の見直し」等の環境の

変化が生まれていることから、「高度化」「多様化」し

ていく高齢者ニーズに対応した効率的な高齢者福祉基盤

整備が求められている。 

そこで本研究では、今後の高齢社会に対応すべく、

「健康づくり・介護予防等の福祉施策」や「高齢者や

地域の人々の趣味や交流の場」といった地域のニーズ

を満たし、高齢者をはじめとする地域の人々が、元気

に安心して日常生活を送ることができる地域の形成を

目指すこととした。住民参加による出資・経営という

アイデアを用い、リハビリテーション施設や趣味・交

流拠点施設、地域活動拠点施設を導入した地域の人々

のための地域福祉施設整備事業計画案を策定し、滋賀

県草津市を対象とし実証的検討を行った。 

 

２．地域福祉施設整備構想に関する考察 

本研究では、福祉機能を有した地域交流拠点施設と

しての「地域福祉施設」を構想した。そこでは、地域

の人々がゆっくり楽しめる趣味・交流の「場」、また、

健康老人の方が楽しみながら日常生活を送れるように

するための健康維持のできる「場」を準備することと

する。さらに、市民団体の事務所等、地域活動の拠点 

 

としての機能や地域の活動・イベント等の情報を得る

ことができる地域情報拠点としての機能を兼ね備える

こととする。 

 

３．住民参加型の施設整備の実現可能性に関する検討 

ブランチ施設の運営・経営主体は、法人登記を行う

民間企業として、地域の人々による地域企業とする。

具体的経営方法として、まず、施設整備費用を確保す

るため、「地域からの出資」を想定する。さらに、

「地域で支える高齢者福祉」という開発コンセプトに

基づくシステム・施設であるため、資金面での参加・

協力だけではなく、労力提供等による人的参加・協力

も地域経営を支える大事な要素である。またこの場合、

地域のため低報酬での労力提供を想定し、経営負担の

軽減につなげることとする。このような地域運営・経

営の概念図を図１に示した。 
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図１ 地域運営・経営概念図 

また、地域によって運営を賄う地域福祉施設を地域

の財産として建物登記し保全していくことが必要であ

ると考える。このような観点から考えると、情報公開

型で地域の理解を得ながら確実に地域財産を保全する

ためのアイデアとして、地域企業を「中間法人」とし

て法人化し、建物登記することが有効であると考える。

さらに、本研究では地域経営・運営主体として地域企

業と想定するが、中間法人とすれば「資金回収方法が 
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制度化されている」ことから、建物の用途変更に伴う

建物改修費を賄うために募る地域からの出資、および

その出資金の返済において優位に働くと考える。また、

中間法人は「特定の地域の人々のための利益を図るこ

と」を目的としている。本研究で構想する地域福祉施

設では、他地域からの利用者も想定しているが、「地

域福祉」という観点からすれば、中間法人が持つ特性

と合致しており、またそれを活かすことができると考

える。 

 

４．住民参加型の地域福祉施設整備構想とそのマネジ

メントシステム開発に関する実証的研究 

（１） 地域福祉施設整備計画モデルの定式化 

 地域福祉施設を地域社会に導入する場合、利用者の

地域福祉施設に対する満足度が高くなることが必要と

なってくる。その場合、地域高齢者福祉施設に導入す

る各施設内容、規模が重要な判断材料であると考えら

れる。そこで本研究では、地域福祉施設の総合評価は

各施設の規模、施設内容を考慮した時の総合的な満足

度とする。本研究では、利用者を 60 歳以上の高齢者

（高齢者の定義は 65 歳以上であるが、ここでは高齢

者予備軍の層も含むこととする）とその他の年齢層の

地域住民に分類し、それぞれの効用関数を定式化する

こととした。さらに、その総合的な満足度を各施設に

対する評価で構築し、それらの評価を定量的に捉える

こととする。よって各施設内容、規模に対する評価を

定量的に表現するため、以下に示すような非線形の効

用関数を定式化した。 
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図２ 地域福祉施設整備計画モデル 

 

 

（２）地域福祉施設の整備計画モデル適用結果 

地域福祉施設整備計画モデルでは滋賀県草津市南部

地域における地域福祉施設整備として、総事業コスト

を抑制し事業成立可能範囲内で、施設利用者の満足度

が最大となる施設整備計画を立案することを目指した。

属性ごとの各施設における満足度と地域福祉施設の総

合満足度は表２に示す通りである。各属性の施設の効

用を見てみると、共にバランスよく高い満足度を得ら

れた。特に、ラウンジスペースの二属性の平均値が最

も高く、次いで花壇が高くなった。逆に効用の平均が

最も低かったのは多目的ホールであった。また、洋室

の効用の平均も高い。このことから、地域の人々は、

趣味・交流拠点としての役割に重点を置いていること

が分かった。 

表１ モデル適用結果（満足度） 

60歳未満の 60歳以上の
施設名 各施設の整備面積（㎡） 各施設の満足度 各施設の満足度
運動場 2950.000001 5.851144829 6.12521269
花壇 199.9999992 6.092577919 6.201047705

リハビリテーション施設 400 4.506661214 4.842487521
心理面サポート 35.41002284 4.525634026 4.203016548
地域拠点施設 33.88301374 4.834740509 4.203016548
和室 48.31009526 4.203016548 4.480154397
洋室 51.12793565 5.329371586 5.02783748

多目的ホール 140.7511917 4.203016548 4.258300544
調理室 57.75707564 4.485645608 4.716659428

ラウンジスペース 140 6.139545375 6.477902447
地域の集会所 69.16066516 4.203016548 4.837282837

60
5.915551987

歳以上の総合満足度60
5.915551987

歳以上の総合満足度60歳未満の総合満足度

5.832489018

60歳未満の総合満足度

5.832489018  

 また、事業収支の結果から出資金は事業17期目で返

済し終えるという結果を得た。さらに、今回整備構想

を行った地域福祉施設は、地域自らで地域の高齢者福

祉を支える施設であるため、施設利用に際して利用者

の、特に経済的負担を軽減することが望ましい。そこ

で出資金返済終了後である事業18期目以降には、施設

利用料金の改定といった施策や施設の整備を充実させ

るといった検討を行う必要があると考える。 

 

５．おわりに 

本研究では、住民参加による地域福祉施設整備事

業計画案を策定し、滋賀県草津市を対象とし実証的検

討を行った。その結果、事業成立性の高い施設整備構

想が提案できたと考える。 

平成19年度土木学会関西支部年次学術講演会

Ⅳ- 54


